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概 要 
本稿は東北工業大学の教職科目として実施された平成 27 年度の「教育制度論」の事例の紹介およびそ

の考察を行うものである。「教育制度論」は教育学の初学者にとって、興味を持ちにくく難解になりが

ちな科目であるが、本事例では①新聞記事の紹介等を行いながら、学生にとって身近に感じられる内容

を扱うこと、②学生が分析したり、調べたりする活動を入れること、③グループでの活動を効果的に使

うことにより、その課題の克服を試みた。 
 
1.  はじめに 

 
本稿は、東北工業大学の教職課程で平成 27 年

度に行われた「教育制度論」の授業の事例の紹介

と考察を行うことを通して、教育学の初学者にと

って有効な同授業のあり方について検討するこ

とを目的とする。 
同じ科目に関する川野〔1〕による先行研究で

も述べられているように、教職科目の受講者は概

して授業実践には関心を持っているが、教育法規

や学校組織等の教育制度については関心が薄い。

本学の学生に関して言えば、教育学部の学生では

ない事もあり、例年、授業開始時には「教育基本

法」や「文部科学省」、「教育委員会」、「学習指導

要領」といった基本的な用語並びにそれらに関す

る時事にも理解が不十分なことが多い。一方で、

教育制度論で扱う領域は、同先行研究でもまとめ

られているように、①社会的背景と教育制度改革、

②公教育の概念、原理、③学校体系および各学校

の制度、④生涯学習・社会教育、⑤私立学校と公

立学校、⑥教育行政・教育財政、⑦教員養成・教

員研修、⑧学校経営・学級経営、⑨教育課程、と

多岐に渡り、直接的、間接的に教育現場に大きな

影響を与える、教員となる者にとって欠く事ので

きない領域である。このギャップをどのように埋

められるかが、「教育制度論」の授業担当者が直

面する課題である。 

2.  「教育制度論」の事例の概要 
 
本稿が事例研究の対象とする「教育制度論」は、

東北工業大学の教職課程の 2 年次前期に開講され

る科目であり、筆者が担当しているものである。

教職に関する科目の区分では、「教育の基礎理論

に関する科目」に分類され、教育に関する社会的、

制度的又は経営的事項を扱うとされている。平成

27 年度の受講生は、工学部のクラスで 21 名、ラ

イフデザイン学部のクラスで 13 名と比較的少人

数の授業である。「はじめに」でも述べたような

状況であることから、授業の概要と達成目標を以

下のように設定した〔2〕。 
 
 
【授業概要】 
 本講義は、教育制度の理念や構造、現状と課題

について解説する。各授業では、教育制度の様々

な領域の基礎的な知識を学ぶと同時に、特定のテ

ーマを取り上げ、関連資料の読解やディスカッシ

ョンを通して、その領域の理解を深める。 
 
【授業の達成目標】 
（1）教育制度についての基礎知識を修得するこ

と。 
（2）教育制度に関する事象について、基礎知識

を基に客観的に理解できること。 
（3）教育制度の課題を見つけ、必要な対応につ

いて自ら考えることができること。 
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 授業の達成目標のうち、（1）と（2）について

は本授業で達成すべき目標とするが、（3）につい

ては 2 年次学生には難易度が高く、結果として安

易な「課題解決」を促しかねないため、努力目標

とした。 
 授業の前半の第 6 回までは、教育制度に関する

基礎知識を修得することを目的とした授業を行

い、第 7 回には基礎知識の確認テストを行った。

後半の第 8 回から第 14 回までは、テーマ別に教

育制度論を扱い、第 15 回には各学生が選定し、

調べてきたテーマについての報告会を行った。 
 評価方法は授業の各回で提出する短めのレポ

ート（配点 30 点）と第 7 回の基礎知識テスト（配

点 20 点）、最後に提出する課題報告書（配点 30
点）と授業内容をまとめるマッピングの課題（20
点）の 4 つを加算して行った。以下、授業の前半

と後半に分けて、それぞれの授業を紹介する。 
  
3. 教育制度についての基礎知識の修得のための

方策 
 
前述の通り、「教育制度論」で扱う領域はとて

も広いが、それを網羅的に説明するだけでは、学

生たちの興味・関心を引く事はできない。そこで、

学生が身につけるべき基礎知識を限定し、その教

材や指導方法を以下のように工夫した。 
 
①学校体系   
現行の日本の学校系統図を、複線型の外国や戦

前の日本のものと比較をすることで、その特徴や

そこに学ぶ生徒達の気持ちについて意見を求め

た。また、「義務教育学校制度（仮称）」を例に、

時代に合わせて学校制度は変わりうるものであ

る事を伝えた。 
 
②教育行政 
 東日本大震災によって給食センターが被災し、

満足な給食が配給されなかったところから、教育

行政の連携により、約 1 年後に完全給食となった

新聞記事〔3〕を題材に、国や県、市町村の教育

行政組織がどのように連携しながら働いている

かを分析し、【写真１】のように図示するように

指示した。その事を通して、文部科学省や教育委

員会といった教育行政組織がなければ、学校は機

能しない事を理解するように促した。 
 

 
【写真 1】学生の提出課題 

③教育法規 
 日本国憲法、教育基本法の定める教育を受ける

権利や機会をめぐる判例のうち、学生達の興味・

関心を引きそうなものを選び、どのような判決が

出されるのかを学生に理由とともに考えるよう

に指導した。今年度扱ったのは、「和歌山大付属

中抽選入学事件」（最高裁判決昭和 53年 7月 7日）、

「群馬大学事件」（東京高等裁判所平成 19 年 3 月

29 日）、「特殊学級入級処分取消請求事件」（札幌

高等裁判所平成 6 年 5 月 24 日）等である。 
 
 以上のような方法で第 1 回から 6 回まで授業を

行った後、第 7 回の授業では基礎知識テストを実

施したのだが、それを Team-based Learning（TBL）
の手法の一部を用いて行った。なお、TBL につい

ては中島〔4〕による報告書を参照されたい。要

するに、学生が個人で解いた問題と同じものを、

グループでも解かせるものである。 
 基礎知識テストは、宮城県・仙台市等の教員採

用試験の教職教養問題で過去に出題されたもの

を中心に構成した。これらの問題を解くことによ

って、教員採用試験を学生に意識させ、教育制度

論の重要性を認識させるというねらいがある。授

業の配付資料や自分で授業の内容をまとめたも

のは持ち込み可能とした。今年度は全 6 問で 20
点満点、30 分の制限時間とした。 
 学生が個人で問題を解き、その答案を回収した

後、4～5 名のグループになり、同じ問題にグルー

プで取り組み、グループで一つの答案用紙を提出

する。その過程の中で、学生達は何が正解なのか

をその理由とともに説得的に述べなければなら

ないため、個人で解く時よりもより深い理解が求

められる。また、学生相互の学び合いも促される

ため、教員が解説するよりもより真摯に聞く様子

が見られる。結果として、個人で回答した際には、
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平均 17 点前後、上は 20 点、下は 13 点とばらつ

きがあったものが、グループの答案では 20 点満

点（一部グループは最初一問不正解で、再度提出

した時には全問正解）となった。 
 
4. 教育制度に関する事象の理解のための方策 

 
第 8 回から 14 回までは、引き続き基礎知識の

修得を目的としながらも、よりテーマを前面に出

し、その制度の特徴や成果、課題について学生が

考えられる構成とした。 
 
④教育財政 
高校無償化の時事ニュースを導入とし、教育財

政制度の概要を説明した後、自分達にどれだけ教

育費がかけられているかを、公私負担別に各自計

算することで、教育にどれだけお金がかかるのか

を実感できるようにした。また、教育財政制度の

違いによって、国民の教育を受ける機会にどのよ

うな影響があるのかを、大学進学を中心に取り上

げる事で、学生自身の問題として考えるよう促し

た。 
 
⑤教育課程 
学校週 5 日制の実施と一部復活について、その

是非について考えるよう指示した。土曜日授業復

活を報じた新聞記事〔5〕〔6〕や様々な視点から

の賛否両論を新聞の読者投稿欄から紹介し、それ

を「土曜授業の特色」、「教育行政の取り組み」、「土

曜日授業復活の理由」、「土曜授業復活の課題」の

４項目に関して、まず個人で考えた後、グループ

でまとめ、【写真 2】のように板書し、そしてそれ

を基に、教師役となり報告するように指示した。 
 

 
【写真 2】学生による板書 

 

⑦教員養成、教員の制度 
教員養成課程と教育採用については、教職課程

の４年次学生をゲストスピーカーとして呼んだ。

これは、当該領域の教育制度について説明するも

のであると同時に、教職課程２年次学生を対象と

した履修指導としても位置づけられるものであ

る。その他、教員の職務については、「部活動指

導は教員の仕事か」をテーマとすることを通して

考えるように指導した。 
 
 以上を一例とした方法で第 8 回から 14 回目ま

で授業を行った後、第 15 回目の授業では学生自

身が興味を持った教育制度に関するテーマにつ

いてグループの前で報告するように指示した。こ

のために、1 ヶ月前にテーマの探し方や報告書の

書き方の指導、関連する書籍の貸し出しを行い、

当日までに報告書を作成するよう指示した。学生

達が選んだテーマの一例は以下の通りである。 
 
・土曜日授業復活の是非について 
・体罰について 
・進路の男女格差について 
・道徳教育について 
・近年の教育行財政改革の動向と今後の課題につ

いて 
・早期教育について 
・大学進学と首都圏と地方との格差について 
・母子家庭における経済面での教育格差について 
・日本の奨学金政策の課題について 
・日本（単線型）とドイツ（複線型）の学校体系

について 
・教職員の種類、資格、給与について 
・インターネットが教育に与える影響について 
・教員の部活動指導について 
・就職に学校はどのよう関わるか 
・大学進学率の国際比較 
・少年犯罪を防ぐために学校ができること 
・不登校の原因とそのための対策 
 
 授業で扱ったテーマでも良いとしていたのだ

が、それ以外のテーマを選ぶ学生も多くいた。ま

た、個人の感想ではなく、参考文献を用いながら

実証的に説明することを求めたため、この報告書

を作成するにあたり、多くの学生が教職課程セン

ターの書架や図書館から本を借りたり、ウェブサ

イトを検索したりして本を読み、その内容をまと

めた。教育に関係する本を読むのは初めてだとい

う学生が大半であったので良い機会となったよ

うだ。 
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5.  まとめ 
 

 以上、教育学の初学者のための教職科目「教育

制度論」の事例紹介を行った。筆者は 6 年前の着

任以来、「教育制度論」のテキストとして一般に

出版されているものが想定する学習者と、自らが

担当する授業の受講生とのギャップを埋めるべ

く、試行錯誤を続けてきた。本稿で紹介をした内

容は、その中間報告ともいうべきものである。 
 本事例で授業担当者が行った工夫は 3 点にまと

められる。1 点目は新聞記事の紹介等を行いなが

ら、学生にとって身近に感じられる内容を扱うこ

と、2 点目は学生が分析したり、調べたりする活

動を入れること、そして 3 点目はグループでの活

動を効果的に使うことである。こうした教材及び

指導方法を工夫することで、冒頭で述べた「教育

制度論」の課題の克服を試みた。 
学生へのアンケートの結果を見ると、「法律に

関することが多く、理解しにくいものが多いです

が、丁寧に教えてもらえるので、非常に分かりや

すくて苦にならないです。」といった意見や「学

生の心をつかむような授業での進め方でとても

分かりやすかった。」といった意見が得られ、学

生の興味・関心を引き、教育制度の理解につなげ

られているようだ。 
一方で、受講生の現状に合わせる過程で、授業

で扱う領域を精選したため、本来「教育制度論」

で扱うべき領域を十分に網羅しきれていない面

も否定できない。また、教職課程の中での科目の

位置づけとしては「教育の基礎理論に関する科

目」であるとはいえ、教職課程の一科目である以

上は、実践的なものとする必要もあるだろう。以

上の課題を踏まえ、他大学でも利用可能な教材の

パッケージの作成を視野に、引き続き授業開発を

行っていきたい。 
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